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郊外型大型商業施設開業に伴う影響（小規模店） 

１．アンケート概要 

 鹿児島市に相次ぎ開業した郊外型大型商業施設の影響を調査するため、同市内の商店街

に加盟する小規模店（店舗面積 1,000㎡未満）に、アンケート調査を実施した。 

 

（１） 調査の概要 

① 調査方法 

・ 各商店街会長を通じて配布 

・ 郵送またはＦＡＸ回収 

 

② 実施期間 

平成 20 年１月 15 日（火）～２月８日（金） 

 

③ 調査対象 

   鹿児島市内の商店街加盟店 1,831 店 

 

④ 回収数 

   438 店（回収率 23.9％） 

 

⑤ 調査項目 

   設問内容 

    問１ 売上高およびその増減高、売上減少の要因 

（平成 19年 10 月～12月、平成 20年１月、平成 20 年１月～12 月） 

    問２ 郊外型大型商業施設開業の影響およびその内容 

    問３ 郊外型大型商業施設開業に対する貴店の対応 

    問４ 今後、事業を行う上で重要と思われる項目 

    問５ 「まちづくり」（まちづくり会社）についての意見・要望 
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２．アンケート調査結果 

（１） 平成 19 年 10 月～12 月の売上高 ～ 「減少」した店が７割 

平成 19 年 10 月～12 月の売上高について、前年同期と比べて「減少」した店が 68.6％

となり、「増加」した店は 13.5％、「横ばい」の店は 17.9％となった。 

 

売上高の増減（Ｎ＝408 単数回答） 

増加
13.5%

減少
68.6%

横ばい
17.9%

 

 

（２） 平成 20 年１月の売上高 ～ 「減少」した店が７割 

平成 20 年１月の売上高について、前年同期と比べて「減少」した店が 69.9％とな

り、「増加」した店が 10.4％、「横ばい」の店が 19.7％となった。 

 

売上高の増減（Ｎ＝395 単数回答） 

増加
10.4%

減少
69.9%

横ばい
19.7%

 

 

 

 

 

 

 

（（（（小規模店小規模店小規模店小規模店））））    
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（３） 売上高減少の要因 ～ 「景気の低迷など社会的要因」が最多 

売上高が「減少」した店の要因をみると、「景気の低迷など社会的要因」が 74.8％

と最も多く、次いで「郊外型大型商業施設開業の影響」が 62.3％、「既存大型店の競

争激化」が 37.4％となった。なお、「その他」としては、「道の駅の影響」「百円ショ

ップの影響」「客層の高齢化」「経営者の努力不足」等があげられた。 

 

 

売上高減少の要因（Ｎ＝271 複数回答） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

天候など自然的要因

既存大型店の競争激化

郊外型大型商業施設開業の影響

景気の低迷など社会的要因 74.8%

62.3%

37.4%

28.9%

27.2%

 

（４） 平成 20 年１月～12月の売上見通し ～ 「減少」する店が６割 

平成 20 年１月～12 月の売上見通しについて、前年同期と比べて「減少」する店が

61.6％と最も多く、次いで「横ばい」が 23.8％、「増加」が 14.5％となった。 

 

売上見通し（Ｎ＝365 単数回答） 

減少
61.6%

横ばい
23.8%

増加
14.5%

 

 

 

 

（（（（小規模店小規模店小規模店小規模店））））    
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（５） 郊外型大型商業施設開業の影響 ～ 「マイナスの影響」が６割 

郊外型大型商業施設開業の影響について、「マイナスの影響を大きく受けた」と「マ

イナスの影響を多少受けた」店を合わせると 61.7％となり、約６割の店がマイナスの

影響を受けている。一方、「プラスの影響を大きく受けた」と「プラスの影響を多少

受けた」店の割合を合わせると 1.6％に過ぎなかった。また、「影響なし」と回答した

店は 34.8％となった。 

 

郊外型大型商業施設開業の影響（Ｎ＝428 単数回答） 

マイナスの影響を
大きく受けた

18.5%

マイナスの影響
を多少受けた

43.2%

プラスの影響を大きく受けた
0.2%

プラスの
影響を

多少受けた
1.4%

影響なし
34.8%

わからない 1.9%

 

（６） 郊外型大型商業施設開業に対する対応 ～ ５割以上が未対応 

郊外型大型商業施設開業に対する対応について、「対応策を実施した」と「対応策

を検討中」を合わせた割合は 44.3％となり、「対応策を実施する予定はない」と「未

定」を合わせた割合（55.7％）を下回った。 

 

郊外型大型商業施設開業対応策の実施（Ｎ＝420 単数回答） 

対応策を
実施した

25.5%

対応策を
検討中
18.8%

対応策を
実施する
予定は
ない
40.7%

未定
15.0%

 

 

 

 

（（（（小規模店小規模店小規模店小規模店））））    
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（７） 事業を行う上で重要な項目 ～ 「接客技術の向上」が最多 

事業を行う上で重要な項目について、「接客技術の向上」が 44.9％と最も多く、次

いで「固定客の確保･囲い込み」が 42.3％、「商品（サービス）の差別化」が 41.0％

となった。「その他」の内容としては、「広告宣伝」「立地環境」「個々の商品価値向上」

「駐車場無料完備」等があげられた。（図表２－39）。 

 

図表２－39 事業を行う上で重要な項目（Ｎ＝385 複数回答） 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

営業日の増加（休業日の減少）

業種の転換

従業員（パート含む）の待遇改善

営業時間の延長

店舗同士の情報交換

対象顧客層の見直し

商店街事業への積極的参加

販売価格の見直し

店舗の改装・改築

アフターサービスの充実

イベントや売出し

商品（サービス）の差別化

固定客の確保・囲い込み

接客技術の向上 44.9%

42.3%

18.4%

13.8%

22.3%

12.7%

41.0%

10.9%

10.6%

9.6%

4.4%

4.2%

3.6%

2.6%

4.7%

 

（（（（小規模店小規模店小規模店小規模店））））    
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郊外型大型商業施設開業に伴う影響（大規模店） 

１．アンケート概要 

 郊外型大型商業施設開業に伴う影響を調査するため、鹿児島市内の大規模店（店舗面積

1,000㎡以上）に、アンケート調査を実施した。 

 

（２） 調査の概要 

⑥ 調査方法 

・ 大規模店に配布 

・ 郵送またはＦＡＸ回収 

 

⑦ 実施期間 

平成 20 年２月４日（月）～２月 29日（金） 

 

⑧ 調査対象 

   鹿児島市内の大規模店 66 店 

 

⑨ 回収数 

   33 店（回収率 50.0％） 

 

⑩ 調査項目 

   設問内容 

    問１ 売上高およびその増減高、売上減少の要因 

（平成 19年 10 月～12月、平成 20年１月、平成 20 年１月～12 月） 

    問２ 郊外型大型商業施設開業の影響およびその内容 

    問３ 郊外型大型商業施設開業に対する貴店の対応 

    問４ 今後、事業を行う上で重要と思われる項目 

    問５ 「まちづくり」についての意見・要望 
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２．アンケート調査結果 

（８） 平成 19 年 10 月～12 月の売上高 ～ 「減少」した店が７割 

平成 19 年 10 月～12 月の売上高について、前年同期と比べて「減少」した店が 75.0％

と半数以上を占め、「増加」した店は 12.5％、「横ばい」の店は 12.5％となった。 

 

売上高の増減（Ｎ＝32 単数回答） 

減少
75.0%

横ばい
12.5%

増加
12.5%

 

 

（９） 平成 20 年１月の売上高 ～ 「減少」した店が９割 

平成 20 年１月の売上高について、前年同期と比べて「減少」した店が 90.0％と半

数以上を占めた一方、「増加」した店は 10.0％となった。 

 

売上高の増減（Ｎ＝30 単数回答） 

増加
10.0%

減少
90.0%

 

 

 

 

 

 

 

（（（（大大大大規模店規模店規模店規模店））））    
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（１０） 売上高減少の要因 ～ 「郊外型大型店開業の影響」が最多 

売上高が「減少」した店について、減少の要因は、「郊外型大型店開業の影響」が

93.1％と最も多く、次いで「景気の低迷など社会的要因」が 82.8％、「既存大型店の

競争激化」が 72.4％となった。なお、「その他」としては、「店舗の老朽化」「販売ス

タイルの変更」「住宅着工戸数減」等があげられた。 

 

売上高減少の要因（Ｎ＝29 複数回答） 

34.5%

44.8%

72.4%

82.8%

93.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

天候など自然的要因

既存大型店の競争激化

景気の低迷など社会的要因

郊外型大型商業施設開業の影響

 

（１１） 平成 20 年１月～12月の売上見通し ～ 「減少」の店が６割 

平成 20 年１月～12 月の売上見通しについて、前年同期と比べて「減少」する店が

63.0％と最も多く、次いで「横ばい」が 25.9％、「増加」が 11.1％となった。 

売上見通し（Ｎ＝27 単数回答） 

減少
63.0%

横ばい
25.9%

増加
11.1%

 

 

 

 

 

（（（（大大大大規模店規模店規模店規模店））））    
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（１２） 郊外型大型店開業の影響 ～ 「マイナスの影響」が８割 

郊外型大型店開業の影響について、「マイナスの影響を大きく受けた」と「マイナ

スの影響を多少受けた」店を合わせると 81.8％となった。一方、「プラスの影響を大

きく受けた」と「プラスの影響を多少受けた」店の割合を合わせると 3.0％に過ぎな

かった。また、「影響なし」と回答した店は 15.2％となった。 

 

郊外型大型店開業の影響（Ｎ＝33 単数回答） 

マイナスの
影響を大きく

受けた
24.2%

マイナスの影響を
多少受けた

57.6%

影響なし
15.2%

プラスの影響を
多少受けた

3.0%

 

 

（１３） 郊外型大型店開業に対する対応 ～７割が対応策を実施 

郊外型大型店開業に対する対応について、「対応策を実施した」店は 71.9％となっ

た。一方、「対応策を検討中」「対応策を実施する予定はない」がともに 12.5％、「未

定」が 3.1％となった。 

 

郊外型大型店開業対応策の実施（Ｎ＝32 単数回答） 

未定
3.1%対応策を

実施する
予定は
ない
12.5%

対応策を
検討中
12.5%

対応策を
実施した

71.9%

 

 

 

（（（（大大大大規模店規模店規模店規模店））））    
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（１４） 事業を行う上で重要な項目 ～ 「商品（サービス）の差別化」が最多 

事業を行う上で重要な項目について、「商品（サービス）の差別化」が 65.4％と最

も多く、次いで「イベントや売出し」が 53.8％、「接客技術の向上」が 50.0％となっ

た。 

 

事業を行う上で重要な項目（Ｎ＝33 複数回答） 

3.8%

7.7%

7.7%

7.7%

11.5%

15.4%

23.1%

30.8%

50.0%

53.8%

65.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商店街事業への積極的参加

テナントの入替

店舗同士の情報交換

従業員（パートを含む）の待遇改善

アフターサービスの充実

販売価格の見直し

店舗の改装・改築

固定客の確保・囲い込み

接客技術の向上

イベントや売出し

商品（サービス）の差別化

 

 

（（（（大大大大規模店規模店規模店規模店））））    


